
（平成２２年１１月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認新潟地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



新潟国民年金 事案 1177 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 51年 12月から 57 年３月まで 

             ② 昭和 58年１月から同年３月まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未納となっていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申

立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け取った。 

時期は覚えていないが、Ａ県Ｂ区役所において加入手続を行い、保険料

も同区役所において定期的に納付していたと記憶している。 

それにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②は３か月と短期間である上、申立期間②前後の保険料は、オン

ライン記録により、現年度納付されていることが確認できる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、昭和 57

年７月ごろＡ県Ｂ区において払い出されたことが推認でき、払出し以降は、

申立期間②を除く保険料がすべて納付されていることから、申立人が申立期

間②の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

 

２ 申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点

においては、申立期間①の大部分は時効により保険料を納付することができ

ない。 

また、申立人は保険料をまとめて納付したことは無いと証言していること

から、過年度納付により保険料を納付したことをうかがわせる事情は見当た



らない。 

さらに、氏名検索によっても申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間①の保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1186 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 21 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を同年４月から 22 年３月までは 180 円、同年４月は 240 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 21年４月１日から 22年５月１日まで 

    Ａ社勤務時代の友人から、養成所入所期間中の厚生年金保険への加入につ

いて問合せがあったので、自身の年金記録について社会保険事務所（当時）

に照会したところ、申立期間は厚生年金保険被保険者期間となっていないこ

とが分かった。 

    私は、昭和 21年４月１日にＡ社Ｃ営業所に採用され、同年８月 14日から

同社Ｄ支店養成所で研修を受けた後、22 年３月１日に再びＣ営業所に配置

された。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｃ営業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、

昭和 20 年４月５日から厚生年金保険に加入していることが確認できる同僚の

二人は、「申立人は、昭和 21年４月１日からＡ社Ｃ営業所で勤務した。同年５

月にＥ大火があったが、他の同僚とともに後始末に従事していた。」と証言し

ている。 

   また、申立人は、自分より後の昭和 21 年６月にＡ社Ｃ営業所に入社した従

業員の３人の氏名を挙げているところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険事業所別被保険者名簿において、当該３人は、同年６月１日に厚生年金保険



被保険者資格を取得していることが確認できることから、申立期間当時、当該

事業所は、従業員を採用と同時に厚生年金保険に加入させていたことがうかが

える。 

   さらに、Ｂ社は、申立人に係る人事記録から、申立人は昭和 21 年８月 15

日から 22年２月 28日まで、Ａ社Ｄ支店の養成所で研修を受けた後、引き続き

同年５月１日までＣ営業所に勤務し、いずれの期間についても、給与から厚生

年金保険料を控除していたと回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務し、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記人事記録及び申立人のＡ社

Ｃ営業所に係る昭和 22 年５月の健康保険厚生年金保険被保険者事業所別被保

険者名簿の記録から、21 年４月から 22 年３月までは 180 円、同年４月は 240

円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事業主

は、申立期間のうち、昭和 21年４月１日から同年８月 14日までの期間につい

ては納付しておらず、同年８月 15日から 22 年５月１日までの期間については

納付したと主張するが、当時の関係書類については、保存期間の経過により確

認できないとしており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1187 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｂ営業所における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 47 年 10月１日）及び資格取得日（昭

和 47 年 11 月１日）に係る記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を３万

3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月１日から同年 11月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｂ営業

所に勤務していた期間の厚生年金保険の加入記録が１か月間途切れていた

ので、改めて年金事務所で調べてもらったが、やはり記録を確認できない旨

の回答をもらった。 

    厚生年金保険の加入記録の無い昭和 47年 10月に身分の変動は無く、Ａ社

のＣ施設建設準備事務所に継続して勤務していた。申立期間前後の加入記録

と同じように、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人は、Ａ社Ｂ営業所において昭和 46 年８月１日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、47年 10月１日に資格を喪失後、同年

11 月１日に同事業所において再度資格を取得しており、申立期間の被保険者

記録が無い。 

   しかしながら、雇用保険の加入記録及び申立期間当時の上司の証言により、

申立人が申立期間において、Ａ社Ｂ営業所に継続して勤務していることが推認

できる上、申立人の申立期間と当該事業所における厚生年金保険被保険者期間

とでは、雇用形態及び勤務状況等に変化が無いことがうかがえる。 

また、オンライン記録により、申立人の記憶する同僚の３人は、いずれも申



立期間において、厚生年金保険の記録が継続しており、前述の上司も申立期間

において記録が継続していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関係資料等を総合的に判断すると、申

立人は申立期間において、当該事業所に継続して勤務し、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所に係る昭

和 47 年９月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、３万 3,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにも

かかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは考え難いことか

ら、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っ

ており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 47年 10月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1188 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 20年７月１日から同年８月１日までの期間について、

Ａ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年８月１日であったと

認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、30円とすることが妥当である。 

   また、申立期間のうち、昭和 20年８月１日から同年８月 28日までの期間に

ついて、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者の資格取得日は、

同年８月１日であり、資格喪失日は、同年８月 28 日であったと認められるこ

とから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、50円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 20年７月１日から同年９月１日まで 

    以前から、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないことを不

審に思っていたが、このたび、「ねんきん特別便」が送付されたので記録を

確認したところ、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていなかった

ので、社会保険事務所（当時）に照会したところ、やはり申立期間は厚生年

金保険被保険者期間となっていなかった。 

    私は、昭和 19 年４月３日から 20 年８月 31 日まで、Ａ社で勤務していた

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿から、申立人は、厚生年金

保険被保険者資格を昭和 19年４月３日に取得し、20年７月１日に喪失したこ

とが確認できるが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

   しかしながら、オンライン記録から、Ａ社において昭和 20 年９月１日に厚

生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる同僚は、「同社には



申立人と一緒に入社し、退職も一緒だった。」と証言していることから、申立

人が申立期間において、同社に勤務していたことが推認できる。 

   また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を確認したところ、申立人のＡ社

における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は確認できない一方、申立人は、

昭和 20年８月１日に同社Ｂ工場で被保険者資格を取得し、同年８月 28日に資

格を喪失していることが確認できる上、「Ｃ史第 11 巻（Ｄ委員会昭和 26 年７

月 31日発行）」により、同社は、同年８月に、Ｂ工場を新設したことが確認で

き、申立人及び前述の同僚は、「昭和 20 年８月からＡ社Ｂ工場で働いた。」と

証言している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、昭和 20 年８月１日にＡ社におけ

る厚生年金保険被保険者資格を喪失した後、同日に同社Ｂ工場で被保険者資格

を取得し、同年８月 28日に資格を喪失したことが認められる。 

   また、標準報酬月額については、上記厚生年金保険被保険者台帳の記載から、

申立期間のうち、昭和 20年７月１日から同年８月１日までは 30円、同年８月

１日から同年８月 28日までは 50円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 20年８月 28日から同年９月１日までの期間に

ついては、Ａ社は既に解散しており、当時の事業主の所在も不明であることか

ら、当該事業所での勤務実態及び保険料の控除について確認することができな

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 20年８月 28日か

ら同年９月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



新潟厚生年金 事案 1189 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ事業所における申立人の被保険者記録のうち、

申立期間に係る資格喪失日（昭和 60 年３月１日）及び資格取得日（昭和 61

年４月１日）に係る記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 60年３月１日から 61年４月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ事業所に

勤務した期間のうち、昭和 60年３月１日から 61年４月１日までの期間が厚

生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    Ａ事業所には、申立期間中も継続して勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人はＡ事業所において昭和 54年２月 14日に厚生

年金保険被保険者資格を取得し、60 年３月１日に資格を喪失後、61 年４月１

日に同社において再度資格を取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかしながら、雇用保険の加入記録及びオンライン記録から、申立期間当時、

Ａ事業所において厚生年金保険に加入していたことが確認できる複数の元従

業員の証言から、申立人が申立期間において、当該事業所に継続して勤務して

いたことが推認できる。 

   また、Ａ事業所の申立期間当時の工場長と上記複数の元従業員の証言内容か

ら、申立人の申立期間と当該事業所における厚生年金保険被保険者期間とでは、

雇用形態及び勤務状況等に変化が無いことがうかがえる。 

   さらに、オンライン記録により、申立期間当時の同僚は、ほぼ全員が申立期



間においていずれも厚生年金保険の記録が継続していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ事業所に引き

続き勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所に係る昭和

60 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、22 万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにも

かかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは考え難いことか

ら、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っ

ており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 60 年３月から 61

年３月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1190 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 21 年３月７日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を同年３月は 190 円、同年４月から同年 11 月までは 180 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 21年３月７日から同年 12月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｃ営業

所に勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっ

ていないことが分かったので、改めて年金事務所に照会したところ、やはり

申立期間は厚生年金保険被保険者期間となっていなかった。 

    昭和 21 年３月７日にＡ社Ｃ営業所に採用され、Ｄ業務担当者として勤務

をしていたので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管している申立人に係る人事記録及び同社の回答から、申立人が、

昭和 21 年３月７日からＡ社Ｃ営業所に勤務し、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記人事記録から、昭和 21 年

３月は 190円、同年４月から同年 11月までは 180円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



新潟国民年金 事案 1178 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年６月から４年１月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成元年６月から４年１月まで 

      ２年ほど前に報道等で年金問題が話題となり、自分自身の年金記録が気に

なっていた。その後、「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認した

ところ、申立期間の一部が未加入とされていた。改めてＡ社会保険事務所（当

時）に国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間の加入記録及

び納付事実が確認できなかったとの回答を受け取った。 

      20 歳になって国民年金への加入は義務だと思ったので、誰が、いつ、ど

こで加入手続を行ったのか記憶は定かではないが、20 歳到達の平成元年＊

月に加入したはずである。当時専門学校生でアルバイトをしていたので、そ

のアルバイト代から毎月、口座振替で保険料を確実に納付していたと記憶し

ている。 

      このため、申立期間が未加入及び未納とされていることに納得がいかない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、平成３年４月ご

ろＢ社会保険事務所（当時）から払い出されたものと推認でき、申立期間のう

ち 20 歳到達時の元年＊月から３年３月までの期間は、国民年金の未加入期間

であることから、納付書が発行されず保険料を納付することができなかったも

のと考えられる。 

   また、申立人は、申立期間を含め国民年金保険料を一度も納付した形跡が無

い上、申立期間の保険料を自身の預金口座から毎月２万円程度を口座振替して

いたとしているが、納付方法に関する記憶が曖昧
あいまい

であることから、納付したも

のとは考え難い。 

   さらに、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出



された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年４月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められるものの、当該期間は国民年金の被保険者となり得る期間でないことか

ら、納付記録の訂正を行うことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成元年４月 

      「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険の加入期間とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を

照会したところ、平成元年４月の国民年金加入記録は確認できるものの、同

月分の保険料の納付事実は確認できないとの回答を受け取った。 

      私は、平成元年４月にＡ町役場（現在は、Ｂ市役所Ｃ庁舎）の窓口におい

て住所変更手続を行った際、国民年金保険料として１万 2,000円ないし１万

3,000円を払った記憶がある。 

      しかし、平成元年４月から厚生年金保険に加入しており、国民年金の保険

料還付金を受け取った覚えもないことから、１か月の保険料分を還付してほ

しい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ町役場において転入届を提出した際、担当職員から国民年金の

加入を促され保険料を納付した記憶が鮮明であり、その母も申立人が同町役場

において納付したやり取りを記憶している上、Ｂ市役所は、同町役場では国民

年金の加入手続を行った際、その場で保険料を納付することが可能であったと

している。 

   また、オンライン記録により、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出され

たことが確認できず、Ａ町役場作成の国民年金被保険者名簿等も確認できない

ものの、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記号番号」欄には国民年金

手帳記号番号が記載されており、同番号は現在、申立人とは別人の基礎年金番

号として使用されていることから、申立期間当時、行政側の記録管理が適切に



行われていなかったことがうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

   しかしながら、申立人は、申立期間について厚生年金保険の被保険者であり、

国民年金の被保険者となり得る期間ではないことが明らかであることから、年

金記録の訂正を行うことはできない。 



新潟国民年金 事案 1180 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から 55年３月まで 

      「ねんきん定期便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

      私は、昭和 54 年３月にＡ短期大学を卒業し、同年４月にＢ県Ｃ区内の歯

科医院に就職したが、その医院は厚生年金保険に加入していなかったため、

就職と同時に国民年金に加入することは義務であると思っていた。そのため、

Ｄ市Ｅ区役所において歯科衛生士登録の手続と同時に国民年金の加入手続

を行い、Ｆ銀行Ｇ支店において口座振替納付をしていたと記憶している。 

      このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭

和 54年４月１日を資格取得日として、55年４月８日にＨ社会保険事務所（当

時）から払い出されたことが確認できる。 

   また、申立人は、保険料の納付方法としてＦ銀行Ｇ支店において３か月単位

の口座振替納付を行っていたとしているが、納付期限が経過した申立期間の保

険料をさかのぼって口座振替することはできない上、申立人は保険料をまとめ

て納付した記憶も無いとしている。 

   さらに、申立人は、現在所持している年金手帳の初めて被保険者となった日

が「昭和 54 年４月１日」と記載され、国民年金の記録（１）欄の被保険者と

なった日が「昭和 54 年４月１日」、被保険者でなくなった日が「昭和 61 年４

月１日」と記載がされていることから、申立期間の保険料納付の事実を主張し

ているが、資格記録欄は被保険者期間のみを示したものであり、保険料を納付



した事実の裏付けとはならない。 

   加えて、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟厚生年金 事案 1191 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年春ごろから 32年まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

 昭和 29年春ごろ、Ａ公共職業安定所の紹介により、Ｂ社本社で面接を受

け採用となり、同社のＣ営業所で勤務していたので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間当時の二人の同僚の名字を挙げているところ、Ｂ社に係

る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、その名字の者が厚生

年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる上、当該同僚のうちの

一人が、「私は昭和 29 年の終わりごろから 30 年の初めごろＣ営業所で勤務し

ていたが、申立人も勤務していたと思う。」と証言していることから、期間は

特定できないものの、申立人が、同社Ｃ営業所に勤務していたことがうかがえ

る。 

   しかしながら、Ｂ社は、「申立期間当時の書類は保管していないため、申立

人が在籍していたことは確認できない。」と回答しており、上記同僚のうちの

他の一人が、「申立人の顔を見たことはあるが、会社に勤務していたかどうか

不明である。」と証言していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険

料の控除等の状況について確認することができない。 

   また、申立人が、面接担当者の名字を挙げているところ、Ｂ社に係る健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、その名字の者が厚生年金保険

被保険者資格を取得していることが確認できるが、当該担当者は、「申立人の

氏名に記憶が無い。」と回答している。 



   さらに、申立人は、「昭和 29年春ごろから 32年まで勤務していた。」と申し

立てているところ、オンライン記録から、申立人は、昭和 28 年３月５日から

29 年８月１日までの期間はＤ事業所において、30 年６月 10 日から 33 年４月

26 日までの期間はＥ社において、それぞれ厚生年金保険に加入していること

が確認できることから、申立人の主張には矛盾が認められる。 

   加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立

期間において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことか

ら、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考え難い。 

   また、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控

除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1192 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 59年 11月７日から同年 12月 18日まで 

             ② 平成元年７月１日から２年３月 31日まで 

             ③ 平成２年 10月 18日から３年１月 31日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    いずれの申立期間も、辞令書及び履歴書から、勤務していたことが確認で

きるので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が所持する辞令書及び履歴書から、申立人は、

昭和 59年 11月７日から同年 12月 18日まで、臨時職員として、Ａ町立Ｂ中

学校（現在は、Ｃ市立Ｂ中学校）に勤務していたことが確認できる。 

    しかしながら、Ｄ県教育庁Ｅ教育事務所は、「申立人の主張どおりの届出、

保険料を控除したかについては不明である。」と回答しており、申立人の申

立期間①に係る厚生年金保険の適用状況等について、確認することができな

い上、「申立人は、２か月未満の勤務期間のため、厚生年金保険には加入さ

せなかったことが考えられる。」と回答しており、当該事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者原票では、２か月未満の加入期間の被保険者は確認

できない。 

    また、Ｄ県市町村立学校臨時職員取扱規程（以下「取扱規程」という。）

第 19条では、「臨時職員については、法令の定めるところにより、健康保険、

厚生年金保険等に加入させるものとする。ただし、これに代わる保険の被保

険者又は被保険者の扶養親族である場合はこの限りでない。」と規定してい

るところ、申立人は、「Ａ町立Ｂ中学校に勤務していたときは、父親の被扶

養者となっていた。」としている。 



    さらに、Ｄ県教育庁Ｅ教育事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票には、申立期間①において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に

欠落も無いことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われ

たものとは考え難い。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人が所持する辞令書及び履歴書並びにＤ県立Ｆ

高等学校が保管する履歴書から、申立人は、平成元年７月１日から２年３月

31 日まで、臨時職員（講師）として、同校に勤務していたことが確認でき

る。 

    また、Ｄ県立Ｆ高等学校は、「申立期間当時は、Ｄ県立学校臨時職員取扱

規程に沿って、１年未満の勤務期間で共済年金に加入することができない場

合には、厚生年金保険の加入条件を満たす者全員を厚生年金保険に加入させ

ていた。」としているところ、オンライン記録から、昭和 63 年６月 13 日か

ら平成５年４月１日までの期間に、当該事業所において厚生年金保険被保険

者資格を取得した者が８人確認できるが、これらの者の当該事業所における

被保険者期間を確認したところ、いずれも１年未満であることが確認できる。 

    しかしながら、Ｄ県立Ｆ高等学校は、「申立人の申立期間当時の資料は確

認できない。」と回答しており、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険の

適用状況等について、確認することができない上、Ｄ県立学校臨時職員取扱

規程第 15条では、「校長は、法令の定めるところにより、臨時職員を健康保

険、厚生年金保険等に加入させるものとする。ただし、臨時職員がこれに代

わる保険の被保険者又は被保険者の扶養親族であるときには、この限りでな

い。」と規定しているところ、申立人は、「Ｄ県立Ｆ高等学校に就職したとき

は、父親の被扶養者となっていたため、健康保険、厚生年金保険の加入を希

望しなかった。」としている。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人が所持する辞令書及び履歴書から、申立人は、

平成２年 10 月 18 日から３年１月 31 日まで、臨時職員として、Ｇ町立Ｈ中

学校（現在は、Ｃ市立Ｈ中学校）に勤務していたことが確認できる。 

    しかしながら、Ｄ県教育庁Ｅ教育事務所は、「申立人の申立期間当時の資

料は保管されていない。」と回答しており、申立人の申立期間③に係る厚生

年金保険の適用状況等について、確認することができない上、取扱規程第

19 条では、「臨時職員については、法令の定めるところにより、健康保険、

厚生年金保険等に加入させるものとする。ただし、これに代わる保険の被保

険者又は被保険者の扶養親族である場合はこの限りでない。」と規定してい

るところ、申立人は、「Ｇ町立Ｈ中学校に勤務していたときは、父親の被扶

養者となっていた。」としている。 

    また、オンライン記録から、申立人は申立期間③当時、国民年金に加入し、



保険料を納付していることが確認できるなど、申立人が申立期間③当時、厚

生年金保険に加入していたことがうかがえない。 

 

  ４ 申立人は、いずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても、

厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も

無い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



新潟厚生年金 事案 1193 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  :  男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日  : 昭和 26年生 

住    所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 55年 11月から 56 年２月まで 

              ② 昭和 56年６月から 59年２月まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間の

標準報酬月額が自分の記憶している給与支給額と大きく違っていた。 

    申立期間①については、友人の紹介でＡ社に勤務していたが、基本給を

20万円と決めて勤務したと記憶している。 

    申立期間②については、Ｂ社（現在は、Ｃ社）の当時の社長と話し合い、

基本給を 20万円と決めて勤務し、毎年１万円ずつ昇給した。 

    標準報酬月額が低く記録されていることに納得ができないので、調査の上、

申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、Ａ社は、平成元年 12 月３日に解散しており、事業主

は所在不明で照会することができない上、申立人は、当時の給与明細書等を

所持していないことから、申立人の申立てどおりの給与の支給額及び厚生年

金保険料の控除額について確認することができない。 

    また、オンライン記録から、申立期間当時にＡ社において厚生年金保険被

保険者資格を取得したことが確認できる元従業員の二人に照会したところ、

いずれも、「給与支給額は標準報酬月額とほぼ一致していたと記憶してい

る。」と回答している。 

    さらに、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間①に係る標準報酬月額は 15 万円とされているが、この標準報酬月



額は資格取得時に決定されたものであることが確認でき、遡及
そきゅう

訂正等の不自

然な処理は見られない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、申立期間②の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、Ｃ社は、「申立人に関する書類は一切残っておらず提

出できる資料が無い上、当時の事業主も既に亡くなっていることから、当時

の状況は分からない。」と回答している上、申立人は、当時の給与明細書等

を所持していないことから、申立人の申立てどおりの給与の支給額及び厚生

年金保険料の控除額について確認することができない。 

    また、オンライン記録から、申立期間②当時、Ｂ社において厚生年金保険

に加入していることが確認できる元従業員の一人が、当時の給与明細書を所

持しているとしているところ、「申立期間②当時の給与支給額は、オンライ

ン記録における標準報酬月額と一致している。」と証言している。 

    さらに、申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間②に係る標準報酬月額は、昭和 55 年６月から同年９月までは 13

万 4,000 円、同年 10 月から 57 年７月までは 12 万 6,000 円、同年８月から

58 年９月までは 14 万 2,000 円、同年 10 月から 59 年２月までは 15 万円と

されているが、これらの標準報酬月額の決定又は改定は、資格取得時、定時

決定時又は随時改定時に行われたものであることが確認でき、遡及訂正等の

不自然な処理は見られない。 

 

  ３ このほか、申立人のいずれの申立期間についても、申立てどおりの標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



新潟厚生年金 事案 1194 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 41年９月から 43年４月まで 

             ② 昭和 43年７月 19日から 44年９月 10日まで 

             ③ 昭和 46年４月から 49年２月 26日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かったので、改めて年金

事務所に照会したところ、やはり、いずれの申立期間も厚生年金保険被保険

者期間となっていなかった。 

    申立期間①及び②は、定時制高校に通学しながら勤務していた期間であり、

申立期間③は高校卒業後に勤務した期間である。 

    いずれの申立期間も勤務したことは間違いないので、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １  申立期間①について、申立人が当時の事業主及び同僚の３人の氏名を挙げ

ているところ、オンライン記録から、いずれの者についても、Ａ社において

厚生年金保険に加入していることが確認でき、当該同僚のうちの１人は、「当

時、定時制高校に通学しながら勤務していた申立人を記憶している。」と証

言していること、並びに申立人が所持している写真及び日記の記載内容から、

期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、上記同僚のうちの一人は、「申立人が勤務していたころは、

会社が立ち上がったばかりで社会保険に加入していなかった。会社は、昭和

46 年 11 月１日に法人になるのと同時に厚生年金保険の適用事業所となっ

た。」と証言しているところ、オンライン記録から、Ａ社は昭和 46 年 11 月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①において適用事



業所ではなかったことが確認できる。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人が所持しているＢ法人の辞令書及び申立人が

氏名を記憶している同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人が

当該事業所に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、オンライン記録において、Ｂ法人という名称の厚生年金保

険適用事業所は確認できない上、Ｃ県立Ｄ高等学校によれば、Ｂ法人は、同

校を支援する組織の一つであるとしているところ、オンライン記録から、申

立人は、同校において厚生年金保険に加入していることが確認できない。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人が所持している写真及び申立人が氏名を記憶

している同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人が、Ｅ医院に

勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、上記同僚は、「当時、Ｅ医院は、医師とその奥さん、職員

３人だけの個人開業医で、厚生年金保険には加入していなかった。」と証言

しているところ、オンライン記録において、Ｆ市に所在するＥ医院という名

称の厚生年金保険適用事業所は確認できない。 

    また、上記同僚は、「健康保険被保険者証は、Ｇ国民健康保険組合発行の

被保険者証で、従業員の健康保険証の番号は、医師の番号と同一だった。」

と証言しているところ、Ｇ国民健康保険組合は、上記同僚の証言と同様の内

容の回答をした上で、「昭和 40年代は、まだ健康保険適用除外承認制度は無

く、Ｇ国保加入者は、各自が国民年金制度に加入していた。」と回答してい

る。 

 

  ４ 申立人は、いずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても、

厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も

無い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



新潟厚生年金 事案 1195 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50年 11月１日から 51 年２月 25日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間の

標準報酬月額は３万 9,000円となっていることが分かった。 

    私が保管している給料支払明細書の手取額に、記憶している雇用保険料、

健康保険料、厚生年金保険料を加えた額と比べて低額となっているので、調

査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する給料支払明細書において、Ａ社から申立人に対して、昭和

50 年 11 月から 51 年２月までは月額７万 3,100 円の給与が支払われているこ

とが確認できるが、当該給料支払明細書には、厚生年金保険料の控除額が記載

されていないため、申立期間における厚生年金保険料の控除額について確認す

ることはできない。 

   また、オンライン記録から、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険に加

入していたことが確認できる複数の元従業員は、「Ａ社は、厚生年金保険料を

従業員の給与から控除せず、給与支給額の半額程度の金額を報酬月額として社

会保険事務所（当時）に届け出ていた。」、「標準報酬月額は、私の給与額とは

異なっている。Ａ社は、Ｂ県の最低賃金を従業員の報酬月額として届け出てい

た。」、「Ａ社は、法令どおりの報酬月額を届け出ていなかったと思う。」と証言

している。 

   さらに、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、

厚生年金保険被保険者資格取得時の標準報酬月額は、３万 9,000円と記録され

ていることが確認できるところ、オンライン記録から、申立期間の前後６か月



間に、同社において厚生年金保険被保険者資格を取得したことが確認できる元

従業員の 37 人の標準報酬月額を調査したところ、おおむね、女性従業員は３

万 9,000円、男性従業員は５万 6,000円で決定されていることが確認できるこ

とから、申立人の標準報酬月額が不自然に低額であるとも言えない。 

   このほか、申立人の申立期間について、申立てどおりの標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1196 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 33年７月 17日から同年 11月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    私は、間違いなくＡ社に勤務しており、同社が繊維不況のあおりを受けて

倒産したため解雇された。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶するＡ社の所在地、同社の事業内容及び事業主の氏名が、同社

に係る商業登記簿の記載内容と一致する上、申立人が当時の同僚として一人の

名字を挙げているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者

名簿において、その名字の被保険者が確認できることから、申立人が同社に勤

務していた可能性は否定できない。 

   しかしながら、Ａ社は既に解散しており、事業主は既に亡くなっている上、

上記被保険者名簿から、同社において厚生年金保険被保険者資格を取得してい

る者は、当該事業主を除き４人であることが確認できるところ、このうち唯一

所在が確認できた元従業員の１人は、「申立人と一緒に勤務していたかどうか

覚えていない。」と回答していることから、申立人の同社における勤務実態及

び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立期

間において、申立人の氏名は無い。 

   さらに、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


